
行政改革点検・評価委員会資料（質疑事項整理票） 

区分 番号 項目 
追加

資料

関連する 

2013 取組み

将来の財政

見通し 

１ 
・ 中長期的な財政見通しと対応する考え方に 

ついて 
あり  

２ 
・ 扶助費の増加の実態、原因分析、今後の見通しと

改善策について 
あり  

３ ・ 今後の投資的経費計画の内訳について   

組織・人事 

４ ・ 組織体制の柔軟な対応について   

５ ・ 女性人材の活用状況について あり 31 

６ ・ フランチャイズ制に基づいた人事制度について あり 24 

その他 

７ ・ マイナンバー制度について あり  

８ 
・ 指定管理者と市の役割分担について（修繕費の

負担、ソフト事業の実施） 
  

プラン 2013

の取組評価 

９ 
・ 組織横断的な重要課題の解決に向けた庁内体制

づくり 
 4 

１０ 
・ 合併時の各種制度の経過措置を市全体の公平性

の観点により調整 
あり 20 

１１ ・ 民間活力の効果的な活用  50.51.53 

１２ 
・ 民間提案制度の活用など新たな業務等への導入

の検討 
 54 

１３ ・ 事業や施設のコスト分析を行い予算編成に反映  56 

１４ 
・ 各種使用料手数料の見直しなど行政サービスの

受益と負担の適正化、減免の適正化 
 61 

１５ 

・ 各資産の利用実態や維持管理コスト等を踏まえ、

将来的なニーズに見合った効率的な財産経営の

推進 

 62 

１６ 

・ 新しい公会計基準に基づく財務書類を「総務省方

式改定モデル」から「基準モデル」へ移行し予算な

どへ有効活用 

 66 

１７ ・ 地方公営企業などの経営改革  73～77 

 
 

資料 2



整理票番号 1 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 将来の財政見通し （財務課） 番  号 １ 

項  目 中長期的な財政見通しと対応する考え方について 

内 容 等 － 

回  答 

中期財政見通しにつきましては、これまで国の試算に基づく税収の伸び率を用

いた「経済成長シナリオ」と、本市の平成 26 年度当初予算における実質的な税収

の伸び率を用いた「現状シナリオ」の２つのパターンで試算し、ご説明させていた

だきました。（第 1 回行政改革点検・評価委員会資料Ｐ２７） 

 

この度、市議会総合計画特別委員会において「中期財政見通しは、より現実に

あった数字を基にして算出されたい。」とのご意見を踏まえ、「平成３０年度以降の

税収伸率」及び「平成２９年度以降の投資的経費」について以下のとおりとし、新た

に試算を行いました。試算における考え方及び設定条件は別紙のとおりです。 

 

 

見直し事項 平成３０年度以降の税収伸率 

 

  新シナリオ 経済成長シナリオ 現状シナリオ 

Ｈ30～ １.６％ １.７% １.０% 

税収伸率の 
考え方 

大合併以降の実質的 
な税収伸率平均 

(Ｈ１８～２５年度) 
※リーマンショック 

後の３カ年を除く 

Ｈ２７～２９年度 
伸率(３．３％)の 
１／２で設定 

Ｈ２７～２９年度 
伸率(１．９％)の 
１／２で設定 

 

再整理事項 平成２９年度以降の投資的経費 

 

  新シナリオ 経済成長シナリオ 現状シナリオ 

H29～ ４５０億円 ４５０億円 ４００億円 

投資的経費 
の考え方 

経済成長シナリオ 
と同様に設定 

大合併以前における
建設事業（旧合併市
町村含む）の実績を
考慮して設定 

税収など一般財源
の状況を踏まえ，経
済成長シナリオよりも
規模を縮小して設定

 

 

 

（第１回委員会での質疑事項整理票 番号２の「中期財政見通しの前提条件につ

いて（金利等）」にかかる回答を含めております。） 

 

別紙資料 中期財政見通しの試算 
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整理票番号 2 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 将来の財政見通し （財務課） 番  号 ２ 

項  目 扶助費の増加の実態、原因分析、今後の見通しと改善策について 

内 容 等 － 

回  答 

平成 19 年以降の扶助費の推移については、別添資料のとおりです。 

増加の主な原因は、児童手当法の改正に伴う制度の拡充による児童福祉費

の増や、生活保護世帯数の増加に伴う生活保護費の増、障害者自立支援法の

改正に伴う制度の拡充、給付対象者数の増加に伴う社会福祉費の増加などによ

るものです。 

今後の見通しについて、給付対象者数の増加傾向は今後も続くと見込んでお

り、中期財政見通しの試算では、過去の増加傾向から社会福祉費を毎年度

9.7％増、生活保護費を 2.1％増で見込んでおります。児童福祉費については入

園児童数の推計に基づきＨ29～31 年度にピークになる見込みで試算していま

す。 

 改善策について、扶助費の大部分が国の施策に影響され、その抑制は難しい

と考えていますが、障がい者の雇用促進のための就労支援、自立支援の取り組

みなどにより扶助費増加抑制に努めていきます。また、介護保険事業会計繰出

金においては、今年度に新潟市地域包括ケア推進本部を設置し、地域包括ケア

システムの構築の強化に取り組んでおり、今後も介護予防の推進などの取り組み

により一般会計からの負担増加抑制に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料 新潟市 扶助費の推移 



決算額（百万円）

H19 H20 H21 H22 H23 H24

社会福祉費 7,862 8,628 9,838 10,948 11,716 12,964

老人福祉費 1,061 1,143 1,018 1,024 771 721

児童福祉費 20,071 20,875 21,023 30,148 31,866 30,573

生活保護費 11,706 12,619 13,833 15,103 16,047 16,626

災害救助費 0 0 0 23 110 20

40,700 43,265 45,712 57,246 60,510 60,904

1,426 1,214 1,545 1,706 1,784 1,879

1,355 1,343 1,373 1,549 1,433 1,414

43,481 45,822 48,630 60,501 63,727 64,197

特定財源 24,499 25,459 27,611 36,631 39,335 38,717

一般財源 18,982 20,363 21,019 23,870 24,392 25,480

※決算統計47表より作成

新潟市　扶助費の推移

財
源

民生費

衛生費

教育費

合計

区分

40,000
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60,000

70,000

扶助費及び主な費目の推移

合計

民生費

〇主な内容

【社会福祉費】　障がい者関連の給付費（生活介護給付費，居宅介護給付費など）

【老人福祉費】　紙おむつ支給，寝たきり老人等介護手当など

【児童福祉費】　児童手当，児童扶養手当，私立保育園委託費など

【生活保護費】

【災害救助費】　避難者就学援助

【衛生費】 　妊産婦及び子ども医療助成，特定不妊治療費助成など

【教育費】 　就学援助

〇主な増加理由

【社会福祉費】　障害者自立支援法（H18.4月一部施行，Ｈ18.10月全面施行）の成立，

　その後の改正に伴う制度の拡充，給付対象者数の増加など

【児童福祉費】　児童手当法の改正に伴う制度の拡充（H22.4～H24.3子ども手当）など

【生活保護費】　保護世帯数の増加
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整理票番号 3 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 財務の状況 （財務課） 番  号 ３ 

項  目 今後の投資的経費の内訳について 

内 容 等 － 

回  答 

投資的経費の試算は平成 29 年度以降、大合併以前における建設事業（旧合

併市町村含む）の実績を考慮して 450 億円に設定しています。 

 今後の投資的経費の内訳については、次期総合計画における投資的経費の

水準を議論していく中で、持続可能な財政運営の方向性の中で目指すまちづく

りにおいて、ファシリティマネジメントによる既存施設の最適化も含めたうえで、優

先度、緊急度、財政状況等により総合的に検討していくものと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料  



整理票番号 4 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 組織・人事 （行政経営課） 番  号 ４ 

項  目 組織体制の柔軟な対応について 

内 容 等 

○ 新たな法の施行・改正時に地方自治体に窓口や協議会の設置が求められる

場合、現在のような職員の急な増員が難しい状況下において、柔軟な対応が

可能か否か 

回  答 

新たな法の施行や改正に伴い、新たな業務が発生する場合、既存の組織の

中の業務分担の見直しや、必要に応じて組織改正を行う等の方法によりこれまで

柔軟に対応してきています。 

たとえば、今年３月２８日に国家戦略特区に指定されたことを受けて、４月９日

付けで組織改正を行い、担当部長及び担当課を設置しました。経済部と農林水

産部にまたがる取組であるため、新たに新潟国家戦略特区担当部長を置き、両

部の国家戦略特区に関する事項を分担し、経済部は既存の産業政策課におい

て、農林水産部は農業特区・農村都市交流課を新設して役割分担を実施しなが

らそれぞれ業務を遂行しています。 

今後も、新たな業務と現行組織との関係を見極めながら、機敏に対応を行って

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料  



整理票番号 5 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 組織・人事 （人事課） 番  号 ５ 

項  目 女性人材の活用状況について 

内 容 等 

○ 人材の確保、配置には多様性が必要。民間でも盛んに言われているよう

に、女性の活用は市役所からこそ早く実現していくべきだと思うが、管理職を

含めてどのような状況になっているのか 

回  答 

 

○本市の現状 

 管理職 （※1） 課長補佐 係長 

 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 

H26.4.1 550 53 9.64 235 50 21.28 1,006 322 32.01

H25.4.1 540 48 8.89 246 44 17.89 998 312 31.26

H24.4.1 518 43 8.30 256 43 16.80 1,003 305 30.41

H23.4.1 526 43 8.17 250 38 15.20 1,000 299 29.90

H22.4.1 547 44 8.04 222 33 14.86 1,004 277 27.59

※1 管理職：理事・部長・次長・参事・課長・副参事 

 

○主な取り組み 

 ①女性職員の係長登用を推進 

  女性係長登用率の数値目標を設定して、女性職員の登用を進めており、将

来の本市を担う女性管理職候補者の育成を図っている。 

  

 （女性係長登用率 目標・実績） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

目標 42%以上 42%以上 42%以上 

実績 42.1% 42.7% － 

  

  ⇒女性係長登用等の取り組みにより、平成 26 年度は課長補佐の女性比率

が向上した。今後、女性管理職の登用に努めていく。 

 

 ②「女性リーダー職員研修」の実施 

  昨年度から女性係長を対象とした女性リーダー職員研修を実施。また、今年

度からは、総務省自治大学校が実施する「女性幹部養成支援プログラム」に

本市職員を派遣する。 

 

 

 

 

別紙資料 新潟市職員 女性役職率経年変化（H22～Ｈ26） 



新潟市職員　女性役職率経年変化（H22～H26）

合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率

7,345 3,017 41.08 4,974 1,931 38.82 1,791 425 23.73 550 53 9.64 5 0 0.00 38 4 10.53 121 11 9.09 170 12 7.06 216 26 12.04

7,383 2,978 40.34 5,025 1,923 38.27 1,784 404 22.65 540 48 8.89 5 0 0.00 38 4 10.53 117 9 7.69 171 14 8.19 209 21 10.05

7,420 2,977 40.12 5,074 1,945 38.33 1,777 391 22.00 518 43 8.30 4 0 0.00 40 2 5.00 129 9 6.98 157 11 7.01 188 21 11.17

7,450 2,964 39.79 5,165 1,971 38.16 1,776 380 21.40 526 43 8.17 5 0 0.00 39 3 7.69 129 7 5.43 152 8 5.26 201 25 12.44

7,573 2,999 39.60 5,267 1,998 37.93 1,773 354 19.97 547 44 8.04 4 0 0.00 40 2 5.00 130 10 7.69 144 7 4.86 229 25 10.92

合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率 合計 女性 率

235 50 21.28 1,006 322 32.01 540 159 29.44 466 163 34.98 143 76 53.15 3,040 1,430 47.04 2,371 1,086 45.80

246 44 17.89 998 312 31.26 563 160 28.42 435 152 34.94 189 102 53.97 3,052 1,417 46.43 2,358 1,055 44.74

256 43 16.80 1,003 305 30.41 580 156 26.90 423 149 35.22 245 140 57.14 3,052 1,414 46.33 2,346 1,032 43.99

250 38 15.20 1,000 299 29.90 623 168 26.97 377 131 34.75 322 187 58.07 3,067 1,404 45.78 2,285 993 43.46

222 33 14.86 1,004 277 27.59 676 169 25.00 328 108 32.93 392 229 58.42 3,102 1,415 45.62 2,306 1,001 43.41

係長以上職員数

H26.04.01

H25.04.01

●

課長補佐
係長

役付職員数

一般職員
主幹・副主幹(係長)

副参事課長

係長・園長

H24.04.01

H23.04.01

H23.04.01

次長・参事

副主幹

全職員数

H22.04.01

H26.04.01

管理職

主任職・主査・副主査

部長局長・理事

H22.04.01

H24.04.01

H25.04.01



整理票番号 6 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 組織・人事 （人事課） 番  号 ６ 

項  目 フランチャイズ制に基づいた人事制度について 

内 容 等 － 

回  答 

【制度概要】 

各業務分野において、重要課題に対応する専門性の高い職員を育成する

ことを目的として、概ね採用後１０年経過または主査から主幹で、専門分野を登

録した職員に対し登録分野を基本とする人事配置を行うキャリア開発を重視し

た人事制度。 

 なお、災害など地域の実情に応じた対応できる地域を熟知した人材の育成・

配置を目的に、エリア（区）登録の導入を検討中。 

 

【登録状況】 

 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 

登録者数 221 人 279 人 274 人 

（うち土木職 4 人）

257 人 

（うち土木職 4 人）

配属者数 128 人 168 人 148 人 

（うち土木職 3 人）

139 人 

（うち土木職 3 人）

 

【登録者の支援】 

 登録者の専門能力向上のための研修費を人事課が助成することで、登録者

自身の専門能力向上のほか、各職場における人材育成意識の醸成と、登録者

の活用の推進を図る。 

 

【分野】 

一般事務職員 （１２分野 ３細分野）  

 ※○数字は細分野 

１ 地域 ①住基・戸籍 ５ 産業 ９ 教育 

２ 環境 ６ 農林水産 １０ 企画・調査 

３ 福祉 ①生活保護 

      ②児童相談 

７ 都市基盤 １１ 財務・審査 

４ 衛生 ８ 税務 １２ 管理・組織運営 

 

土木職 （４分野）  ※土木職は試行実施（期間：H24～H26） 

１ 地域 道路 ４ 農業土木 

２ 下水道  

３ 都市計画  

 

 

別紙資料 フランチャイズ制度（イメージ図） 



[フランチャイズ制に基づいた人事制度（事務職）]

［退職］

部長

課長

課長補佐
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整理票番号 7 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 その他 （行政経営課） 番  号 ７ 

項  目 マイナンバー制度について 

内 容 等 

○ 平成２８年１月よりマイナンバー制度が導入される。そのことが、新潟市の行

政改革にも影響及び効果があると考える。２０１３というよりは、次期プランに関

係すると思われるが、すでに国の決定事項であることから、活用できる範囲、

効果について、新潟市の未来像の中に取り込むべきことと考えるため、先のこ

とではあるが、方向性として盛り込むべきなのではないか。そのための準備作

業は始まっていると考えるので、資料などをお願いしたい 

回  答 

マイナンバー制度の導入により、きめ細やかな社会保障給付や行政手続きの

簡素化による市民サービスの向上が期待されます。そのため本市としても、国が

提示したスケジュールに沿って確実に同制度への対応を実施する必要があるた

め、本年５月に庁内横断的な推進体制である「新潟市番号制度推進本部」を設

置し検討を進めています。 

本市におけるマイナンバーの具体的な活用範囲は、今後、検討が進められて

いくこととなりますが、現段階で国が示している主な活用範囲や効果は以下のと

おりとなります。 

 

＜市民側＞ 

 福祉関係の給付申請において、添付書類が省略できるようになる（国保や児童

手当の申請に係る所得証明書や住民票など）。 

 給付が増額される際に、従来は本人の申請行為が必要であったが、これを行

政機関が判断してくれるようになる（老齢厚生年金の加給年金学加算）。 

 マイポータル（インターネットサイト）により必要な情報（一人一人に合った行政

機関からのお知らせ等）の入手や行政手続きを行えるようになる。（※1） 

 

＜行政側＞ 

 行政業務の効率化（転入者の所得情報の調査事務の軽減、添付書類の審査

の省略など） 

 生活保護の不正受給の防止 

 災害時の要援護者の迅速な把握 

 

番号制度の概要については、内閣官房が作成した資料をご覧ください。（※2） 

 

 

別紙資料 

※1 参考資料 1 政府にて検討されている行政手続き「高度情報通信ネットワ

ーク社会推進戦略本部 第 25 回 電子行政に関するタスクフォース資料 Ｐ

４」 

※2 番号制度の概要資料（内閣官房） 



4

参考資料1

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部　第２５回　電子行政に関するタスクフォース資料
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整理票番号 8 
 

行政改革点検・評価委員会確認・要望事項整理票 

区  分 その他 （行政経営課） 番  号 ８ 

項  目 指定管理者制度と市の役割分担について（修繕費の負担、ソフト事業の実施） 

内 容 等 － 

回  答 

○修繕費の負担について 

 基本的には、業務仕様書に「施設の修繕」について規定し、一定金額以上は

市、それ未満は指定管理者が行うこととしている。（指定管理者が行う場合でも、

指定管理料に修繕費を含めている。）併せて指定管理者とのリスク分担表にも明

記することとしている。 

 一定金額については、施設の規模や老朽度、利用料金制かなどによって、必

要な額が異なるため、施設ごとに決定している。 

 また、指定管理者が行う修繕は原則「現状の維持管理にあたるもの」を実施し、

機能向上や耐用年数が伸びるなどの価値を高めるものについては、市が行うこと

としている。 

 

 

○ソフト事業の実施について 

 施設の設置目的や機能などの特性に応じ、指定管理者に市の施策としてソフト

事業を実施させる（例えば、観光施設や文化施設におけるイベントや物販、生涯

学習施設における各種講座などの事業）場合には、業務の範囲として条例に規

定している。その場合は、事業に係る経費を指定管理料に含めている。事業の

実施における収入も市に帰属する。 

 一方、指定管理者が自主事業として、民間の創意工夫やノウハウを生かして、

施設の効用発揮、有効活用の観点からソフト事業を実施する場合は、あらかじめ

市に提案し、承認を得て実施している。この場合は、指定管理者の責任および

経費負担で実施するものであり、事業に係る収支も指定管理者に帰属する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料  



整理票番号 9 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （行政経営課） 番  号 ９ 

項  目 組織横断的な重要課題の解決に向けた庁内体制づくり 

内 容 等 
○ 組織横断的な課題に対応する庁内体制と具体的な成果、今後取り組むべき

課題について教えていただきたい 

回  答 

組織横断的な課題に対応する庁内体制として、市長をトップに全ての部門の

長で構成する安心政令市推進本部や関係する部門の長で構成する区政創造推

進会議、関係する部門の担当者で構成する総合窓口サービスプロジェクトチー

ムなどを設置し、課題解決に向けて取り組みを行っています。 

平成 25 年度に設置した区政創造推進会議では、区における自治の深化に向

け、「地域内分権」、「住民参画」、「教育」の観点から新潟市にふさわしい区政の

実現に向け検討を進め、公募区長の導入や教育支援センターの各区配置など

の成果をあげています。 

今後は各推進体制内部における更なる連携を促進するための仕組みの検討が

必要と考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料  



整理票番号 10 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （政策調整課） 番  号 １０ 

項  目 合併時の各種制度の経過措置を市全体の公平性の観点により調整 

内 容 等 ○ 具体的な制度とそれらがどのように調整されたかを教えていただきたい 

回  答 

○合併協議会において住民生活に密接に関わる各種事務事業を比較（※）した

ところ、その半数以上において旧新潟市のサービス水準が高く低いものは１割

以下の結果となり、合併後の各種事務事業は旧新潟市の制度に統一すること

とした方針が承認された。（詳細な調整区分は別紙参照） 

ただし、直ちに統一すると住民生活に影響があるものについては経過措置な

どを講じた。 

 

※旧新潟市と各市町村の事務事業を比較した際、旧新潟市のサービス水準が

上まわっているものは５２％、ほぼ同等のもの２２％となった。 

 

 

○合併時における制度調整であることから、公平性、公正性の面から合併 10 年

となる平成 26 年度末をめどに調整をすることとした。 

 

○調整にあたって具体的には「社会状況の変化による必要性の低下」「区内の一

体感の醸成」「公平性」「行財政改革の推進」といった観点のほか、「地域の活

性化」の観点も考慮することとし、これまで各区を中心に調整作業を進めてき

ており、今年度末には予定通り調整を終える見込み。（これまでに調整を終え

た主なものは別紙参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料 合併各種事務事業調整について 



◎合併各種事務事業調整について

合併協議会において住民生活に密接に関わる各種事務事業を比較したところ，その半数以上において旧新潟市のサービス

水準が高く低いものは１割以下の結果となり，合併後の各種事務事業は旧新潟市の制度に統一することとした方針が承認され，

これに基づき事務事業調整作業が進められた。

〈各種事務事業調整の原則（抜粋）〉　Ｈ１４年１２月　第３回任協において確認

１　原則として新潟市の制度に統一する。

２　関係市町村の制度のうち，合併後ただちに統一することで住民生活に非常に大きな影響をもたらすものについては，

　　一定の期間，激変緩和措置を設ける。

３　関係市町村の独自の施策については，「政令指定都市の実現を目指す決議」を尊重し，調整に努める。合併後，一定の

　　段階で改めて調整するものとする。

○合併時の移行方法調書に基づく事務事業数　（１３市町村は平成17年2月現在，巻町は平成17年9月現在）

区分 １３市町村 巻町

適用 672

統一 913

廃止 23

合併と同時移行

説明

当該市町村においても新潟市の制度を適用する。（新潟市に制度が
あり，当該市町村に制度がない場合）

1,466

新潟市の制度に統一する。（当該市町村においても制度はあるが，当
該市町村の制度より新潟市の制度が上回っている場合，または，新
潟市のサービスと同程度である場合など）

新潟市に制度がなく，当該市町村には制度があり，合併後，当該市町
村の制度を廃止する場合。

なし 4

経過 519 264 783

独自 204 78 282

2,189 1,954

○これまでに調整された主なもの

事務事業名

保育料

上下水道料金

法人市民税

統一（Ｈ２０）

統一（Ｈ２０）

調整結果

統一（Ｈ１７）

当該市町村の独自の施策で合併後も存続する場合。

当該市町村の制度で合併後ただちに統一すると，住民生活に非常に
大きな影響をもたらすことから一定の期間，経過期間を設ける場合。

合計

新潟市及び当該市町村に制度がなく，合併後も制度を設けない（※印
を付したものは，合併後，新市として制度を検討する）場合。

都市計画税

公民館使用料

統一（Ｈ２１）

統一（Ｈ２２）

統一（Ｈ２４）

固定資産税等賦課事務

制度調整

対象事業
（経過＋独自）

１，０６５



整理票番号 11 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （行政経営課） 番  号 １１ 

項  目 民間活力の効果的な活用 

内 容 等 
○ 「民間活力の効果的な活用」では C ランクが目立つが、何がその障害となっ

ているのか、を教えていただきたい（No.50.51.53） 

回  答 

 総合評価区分の「C」は、計画期間中の取組工程・指標が達成されていないも

のを示している。未達成となった改革項目の主な理由については、下記のとお

り。 

 

 

○No.50「民間委託導入効果の高い業務への民間委託導入の推進」 

計画していた取り組みのうち、「小動物死体収集及び運搬業務」について、計

画では、平成 26 年度から民間委託実施としていたが、平成 25 年度に見積を取

ったところ、現状より経費が増加し、導入効果が見込まれないことから未実施とな

ったため。 

 

○No.51「指定管理者制度導入のさらなる推進」 

 一部計画期間中に指定管理者制度の導入に至らなかったため。 

 ・西川地域コミュニティセンター 

  平成25年夏に、土地・建物を土地改良区から返してもらう予定だったが、その

調整に時間を要し、平成 26 年度からの導入に至らなかった。（平成 27 年度よ

り導入） 

 ・巻、漆山体育施設 

  各施設は職員が常駐しておらず、利用申請があった際にのみ施設を開放し

ている。現状では導入効果が見込まれないことから、直営で管理する整理とし

た。（ただし、導入については継続して検討） 

 

○No.53「公の施設の民間活力拡大の検討・推進」 

 多くの施設が、平成 26 年度中に今後の管理運営形態の方針を決定する予定

であるが、具体的な検討に至っていない施設があったため。 

 ・記念館・文化施設全般 

  将来的にはコミ協など市民団体等を活用した運営を考えているが、具体的な

計画、調整などの検討まで至らなかった。 

 

 

 

 

別紙資料  



整理票番号 12 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （行政経営課） 番  号 １２ 

項  目 民間提案制度の活用など新たな業務等への導入の検討 

内 容 等 

○ 民間提案制度の導入は画期的であると考えるが、提案が低調なのが現状で

はないかと認識している。民間から提案をうけやすくするには、継続的に情報

を提供したり、対話の機会を設けたりするなどの関係構築が必要であると考え

ますが、今後はどのように検討されていますか 

回  答 

これまで、平成 23、25 年度に民間提案制度を実施し、採否の状況は下記表の

とおりであった。 

 

年度 対象 提案件数
採用 

(一部採用)
不採用 

H２３ 全事務事業(のべ 4,500 事業) ７ ０ ７ 

H２５ 
本市が今後民間活力導入を 

期待する 23 事業 
３ ２ １ 

【平成 25 年度提案採用事業】（現在委託化に向けて課題等の整理中） 

・市民公益活動ホームページ運用のご提案 

・新潟市納税催告センター委託事業 

 

 

平成 23 年度の実施では、従来の事務事業に横串を刺すような提案を期待し

ていたが、事業者からの提案は普段の営業内容の延長に留まる等、期待した提

案内容とならなかった。また、事業所管課においても、民間委託への移行を想定

していない場合があり、官と民の認識がマッチしていないなど課題が見受けられ

た。 

平成 25 年度は、全事務事業の自己点検を行うなかで、「今後の方向性」として

「民間活力拡大」とした事業のうち、本制度を活用する意向のあった 23 事業に対

象を絞って実施し、２件の採用を得たが、提案件数としては前回を下回る結果で

あった。 

 

同様の制度を実施する他都市の状況を見ても、年々提案件数が減少したり、

成果が得られないことから制度自体を終了した自治体も増えており、本市におい

ては、平成 26 年度中に、現在実施している他都市の実施状況や対象事業の洗

い出しを行い、今後の方向性を決定する予定。 
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整理票番号 13 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （財務課） 番  号 １３ 

項  目 事業や施設のコスト分析を行い予算編成に反映 

内 容 等 
○ コスト分析の結果が予算編成に活用されたのであれば、具体的な内容を教

えていただきたい。（あるいは計画） 

回  答 

施設のコスト分析については、施設カルテを予算査定の資料として活用し、27

年度予算編成に反映させたいと考えています。 

 事業のコスト分析については、他都市において、当初予算で予定行政コスト計

算書及び予定貸借対照表を作成、公表するほか、住民票発行などの窓口業務

やごみ収集業務など事業全般の財務書類を作成し、活用を図る動きがあること

から、本市においても、今後、実施について検討していきます。 
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整理票番号 14 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （財務課） 番  号 １４ 

項  目 
各種使用料手数料の見直しなど行政サービスの受益と負担の適正化、減免の

適正化 

内 容 等 
○ 受益と負担の一致が、持続可能な財政運営の確立には不可欠であると考え

るが、具体的に何が課題となっているのかを教えていただきたい 

回  答 

一部の施設使用料については、合併時の経過措置により合併前の旧市町村

の料金体系を引き継いだ状態であり、同様な施設でも地域によって使用料の金

額や減免の取扱いが異なっている状況でした。 

そのことから、公民館については、平成 24 年度に有料化の制度統一したとこ

ろです。 

また、現在、スポーツ施設についても、同種、同規模施設の使用料及び使用

料減免の取扱いを全市的に統一する素案をお示しし、各区説明会や意見提出

等を踏まえたうえで見直し素案への反映を検討し、市議会９月定例会に条例改

正案の提案を予定しています。 

今後の全市的な基本方針の作成にあたり、各公共施設のそれぞれの設置目

的、性質、運営形態をはじめ、立地や利用状況などが異なっているなかで、受益

に応じた負担水準の設定が大きな課題となります。また、消費税増税による使用

料への適切な反映も考慮する必要があると考えております。そのためには、各施

設の運営状況の十分な分析が必要であるため、今年３月に作成された施設カル

テも活用しながら、基本方針の作成に向けて取り組みを進めてまいります。 
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整理票番号 15 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （財産管理運用課） 番  号 １５ 

項  目 
各資産の利用実態や維持管理コスト等を踏まえ、将来的なニーズに見合った効

率的な財産経営の推進 

内 容 等 
○ 施設カルテが、市の事務事業等の改善や予算編成においてどのように今後

活用されていくのかを教えていいただきたい 

回  答 

施設カルテを予算査定の資料として活用し、27 年度予算編成に反映させたい

と考えています。（財務課 １３再掲） 

施設カルテや財産白書によって「見える化」された情報から、事務事業を含め

た施設の効率的な運営方法の検討や、今後の施設更新（改修や改築）時の検討

などに活用していく予定です。 

また、新規施設の建設要望があった際に周辺の空いている施設の活用などの

検討ができると思います。 

さらに、類似施設との比較などにより、各施設において、人件費や維持管理コ

スト等の縮減や利用率の向上に向けた検討などに活用することも可能ではない

かと考えます。 
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整理票番号 16 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （財務課） 番  号 １６ 

項  目 
新しい公会計基準に基づく財務書類を「総務省方式改定モデル」から「基準モデ

ル」へ移行し予算などへ有効活用 

内 容 等 
○ 「基準モデル」が予算編成に活用されたのであれば、具体的な内容を教えて

いただきたい。（あるいは計画） 

回  答 

「基準モデル」に基づく財務書類は、24 年度決算で試行的に作成し、25 年度

決算で本格的に作成、分析することとしており、その結果については 27 年度予

算編成において参考にしたいと考えています。また、他都市では、当初予算で予

定行政コスト計算書及び予定貸借対照表を作成、公表するほか、住民票発行な

どの窓口業務やごみ収集業務など事業全般の財務書類を作成し、活用を図る

動きがあることから、本市においても、今後、実施について検討していきます。 

なお、国では、全ての地方公共団体に適用できる基準を検討していましたが、

今年 4 月、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした統一的な基準が

示されました。今後、国から全ての地方公共団体に対して、原則、27 年度から 29

年度までの間に、新たな基準による財務書類を作成するよう、要請される予定で

す。本市としては、早ければ 27 年度から対応したいと考えていることから、今後、

国から示されるマニュアル等もふまえて、検討を進めていきます。 
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整理票番号 17 
 

行政改革点検・評価委員会確認・質問事項整理票 

区  分 プラン 2013 の取組評価 （財務課） 番  号 １７ 

項  目 地方公営企業などの経営改革 

内 容 等 

○ 地方公営企業の経営状態、財政状況がどのような現状にあるのか（具体的な

問題点）が示していただけるとよいと思われる。また、一般会計の立場から、ど

の程度負担があり、どのような状況にあることが望ましいのかという点をわかり

やすく教えていただきたい 

回  答 

〇経営状態、財政状況の現状など（各企業会計の決算書及び決算審査意見書等を基に記載）

【下水道事業】 

・普及率は 24 年度末時点で 80.9％であり、他政令市と比較して低水準です。 

・地域の実情とニーズをふまえ、投資効率を考慮した整備手法により、経営基盤

の強化を図る必要があります。 

【水道事業】 

・水需要の減少により給水収益は減少傾向にあるものの、毎年度 20 億円を超え

る営業利益を確保しており、近年の経営状況は安定しています。 

・中長期の需要動向を勘案した合理的な施設更新や計画的な資産管理など、さ

らなる事業効率の確保が求められます。 

【病院事業】 

・移転に伴い収支が悪化しましたが、経営改善を進め、 22 年度以降は黒字とな

っています。医業損失が減少傾向にあり、経営状況は安定してきています。 

・診療報酬改定をめぐる動向は不透明であり、経営環境は依然として厳しいもの

と予測されることから、引き続き経営健全化に努める必要があります。 

〇一般会計の負担について 

地方公営企業は、企業性（経済性）の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本

原則とするものであり、その経営に要する経費は経営に伴う収入（料金）をもって

充てる独立採算制を原則としています。しかし、地方公営企業法上、その性質上

企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費等については、一般

会計等が負担するものとされており、この経費負担区分ルールについては、毎年

度「繰出基準」として総務省より各地方公共団体に通知されています。 

一般会計等において負担すべきこととされた経費の所要財源については、原

則として「公営企業繰出金」として地方財政計画に計上され、地方交付税の基準

財政需要額への算入又は特別交付税を通じて財源措置が行われます。 

 一般会計の負担は、原則的には、「繰出基準内」の負担であることが望ましく、

また、「繰出基準内」であっても、経営の健全化により、軽減されていくべきものと

考えます。 

※一般会計から企業会計への繰出状況（24 年度決算） 

水道：  648,486 千円  

病院： 2,751,303 千円 

下水：13,911,126 千円  
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